
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給与水準を引き上げた中小企業は半数超え 

Tasaka tax accountant office 

いつもお世話になっております。 

蒸し暑い日が続いておりますが、いかがお過ごしでしょうか 

それでは、今月の事務所だよりをお届けします。 

Vol.123 

2023.7.20 

◆給与引き上げ企業 3年ぶりに半数を上回る 

 日本政策金融公庫は「中小企業の雇用・賃金

に関する調査」結果を発表しました。13,266 社

対象に回答は 5,473 社となっています。 

 2022年12月の正社員の給与水準を見ると「上

昇」と答えた企業割合は 53.1％、前年 41.1％か

ら 12.0 ポイント上昇しました。 

 業種別では、情報通信業（63.8％）、水運業

（58.5％）、建設業（55.1％）等が上昇の割合が

高くなっています。23 年の見通しは「上昇」と

回答した企業が 53.3％となっています。 

 正社員給与水準の引き上げの背景は「自社の

業績が改善」と回答した企業割合が 27.2％と最

も高く、次いで「物価の上昇」(19.4％)、「採用

が困難」(18.4％)でした。 

 

◆賃金総額でも「増加」が半数超え 

 22 年 12 月の賃金総額を見ると「増加」と回

答した企業割合が 59.7％、「ほとんど変わらな

い」は 29.2％、「減少」は 11％となっています。

「増加」の割合は 21 年実績（49.3％）から 10.4

ポイント上昇しました。23 年見通しを見ると

「増加」と回答した企業割合は 60.5％となって

います。 

  

賞与の支給月数を見ると「増加」と回答した

企業割合は 31.3％、「変わらない」は 48.5％と

なっています。「増加」の割合は 21 年実績

（30.5％）から 8 ポイント上昇しています。業

種別に見ると倉庫業（43.8％）、宿泊・飲食サー

ビス業（37.7％）、卸売業（34.9％）などで「増

加」の割合が高くなっています。 

 

◆2023年版中小企業白書・小規模企業白書 

別の調査を見てみると日本商工会議所の観

測調査では、(1)中小企業の賃上げの動きは進み

つつあるものの賃上げが難しい企業も一定程

度存在する。(2)賃上げを促進する原資を確保す

る上でも、取引適正化などを通じた価格転嫁力

の向上とともに生産性向上に向けた投資を行

うことが重要である。 

商工リサーチの「中小企業が直面する経営課

題アンケート」では、(1)物価高騰により中小企

業は収益減少の影響を受けている、(2)値上げだ

けでなく経費削減や業務効率化による収益力

向上に取り組んでいる。 

中小企業は賃上げ分を確保するために非常

な努力を続けているということでしょう。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆改正された電子取引データ保存 

 令和 5 年 12 月 31 日まで「宥恕（ゆうじょ）措

置」が取られていた電子取引データ保存に関する

ルールが、令和 5 年の税制改正で変更されていま

す。 

 令和 4 年の税制改正で設定された、やむを得な

い事情がある場合、税務調査等で出力書面の提示

または提出に応じられれば、令和 5 年末までの 2

年間は電子取引データの紙保存も許されていたの

ですが、令和 5 年改正において宥恕措置は年末で

廃止と明言されました。 

 

◆宥恕措置は終わるが猶予措置ができる 

 宥恕措置は終わりますが、「猶予措置」が新たに

設定されました。 

１．保存時に満たすべき要件に従って電子取引デ

ータを保存することができなかったことについ

て、税務署長が相当の理由があると認める場合（事

前申請等は不要） 

２．税務調査等の際に、電子取引データのダウンロ

ードの求め及び電子取引データをプリントアウト

した書面の提示・提出の求めに応じることができ

るようにしている場合 

 上記の条件を満たしている場合は、改ざん防止

や検索機能などの保存時に満たすべき要件に沿っ

た対応は不要となり、電子データを単に保存して

おくことができるとしています。 

宥恕措置との違いが分かりにくいようですが、

宥恕措置では調査等での「ダウンロードの求め」に

応じる必要はありませんでした。新たな猶予措置

では紙保存した電子取引データも「ダウンロード

の求め」に応じる必要がある、というのが異なる点

です。 

公官庁内の DX・ICT 化が急速に進む中、市場との

温度差を感じ取ったのか、なし崩し的な改正に感じ

られます。法的には緩くなった半面、ペーパーレス化

や事務合理化を推進し、宥恕期間終了時からのルー

ルを策定しようとしていた企業は、改正によって振

り出しに戻るケースもありそうです。 

 

◆宥恕措置中の出力書面の取扱い 

 宥恕措置中の電子取引データをプリントアウトし

た書面は、保存期間が満了するまではそのまま保存

しておき、税務調査等の際に提示・提出できるように

していれば問題はないとされています。 

 

 

～人生の役に立たない雑学 vol.123～ 

 

 

電子帳簿保存法の電子取引データ保存の猶予改正 

 

 

田 坂 税 理 士 事 務 所  http://www.tasaka-tax.com/ 

 
団塊世代：1947～49年生まれ 

しらけ世代・新人類世代：1950～1960年代生まれ 

バブル世代：1965～1969年生まれ 

団塊ジュニア世代：1971～72年生まれ 

氷河期世代：1971～84年生まれ 

プレッシャー世代：1982～87年生まれ 

ゆとり世代・さとり世代：1987～2005年生まれ 

Z世代：1995～2012年生まれ 


